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JSG ニュースレター 

<Tax> 

産業創新条例第 10条の 1 の改正条文が 

立法院で最終可決 

―スマートマシン、5G の投資税額控除適用期間を 2024 年まで延長し、

サイバーセキュリティ製品・サービスの投資税額控除適用規定を追加― 

 

 

クライアント各位 

拝啓 時下益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。 

 

2022 年 1 月 27 日付で「産業創新条例」第 10 条の 1 の改正条文が立法院で最

終可決（中国語：三読通過）されました。スマートマシン、5G の投資税額控除適用

期間が 2024 年 12 月 31 日まで延長されるほか、2022 年 1 月 1 日から 2024 年 12

月 31 日まで、サイバーセキュリティ製品・サービスの投資税額控除優遇措置が追加され

ます。改正前後の比較は、以下のとおりです。 

項目 改正前 改正後 

スマートマシン 2019/1/1-2021/12/31 2019/1/1-2024/12/31 

第 5 世代移動通信シス

テム(5G) 
2019/1/1-2022/12/31 2019/1/1-2024/12/31 

サイバーセキュリティ製品 

またはサービス [注] 
不適用 2022/1/1-2024/12/31 

適用される支出金額 
当該年度の投資支出が

100 万元~10 億元 
未改正 

控除率および 

控除適用期間 

一、 支出金額の 5%を限

度として、当該年度
未改正 
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の営利事業所得税

額から控除 

 

二、 支出金額の 3%を限

度として、当該年度

から 3 年間、各年度

の納付すべき営利事

業所得税額から控除 

[注]：サイバーセキュリティ製品またはサービスは、サイバーシステムまたは情報に対する未

許可のアクセス、使用、コントロール、漏洩、破壊、改ざん、消去、またはその他の侵害

を防止し、その機密性、完全性、可用性の確保を目的とするもので、端末およびモバイ

ルデバイス保護、ネットワークセキュリティ保護、データおよびクラウドセキュリティ保護に係

るハードウェア、ソフトウェア、技術または技術サービスが含まれます。 

 

勤業衆信の見解 

今般追加されたサイバーセキュリティ製品またはサービスの適用範囲について、経済部

は関連弁法の改正を急いでおり、営利事業は、関連弁法の改正状況および草案内

容に留意する必要があります。また、毎年の支出金額に対する適用限度額は 10 億元

であり、営利事業は投資税額控除の機会を逸しないよう、適用期間内（2024 年末

まで）に関連する資本的支出の計画を早めに行うことが推奨されます。 
 

 
 

 

   

 

過去のニュースレターはこちら 

台湾 JSG のホームページはこちら 
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日商組新聞稿 

<Tax> 

立法院三讀通過「產業創新條例」第十條之一修

正條文，延長智慧機械及第五代行動通訊系統投

資抵減之適用年限至 113 年底，並增列資通安

全產品或服務投資抵減之適用規定 

 

 

 

立法院於今（27）日三讀通過「產業創新條例」第 10 條之 1 修正條

文，延長智慧機械及第五代行動通訊系統投資抵減適用年限至 113 年

12 月 31 日，並自 111 年 1 月 1 日起至 113 年 12 月 31 日止新增資安

投資抵減優惠。修法前後比較如下： 

項目 修法前 修法後 

智慧機械 108/1/1-110/12/31 108/1/1-113/12/31 

第五代行動通訊系統 

(5G) 

108/1/1-111/12/31 108/1/1-113/12/31 

資通安全產品或服務

[註] 

不適用 111/1/1-113/12/31 

適用支出金額 當年度投資支出達

100 萬元~10 億元 

未修正 

抵減率及抵減年限 一、 5%，當年度抵減 

二、 3%，當年度起 3

年內抵減 

未修正 
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［註］：資通安全產品或服務，係為防止資通系統或資訊遭受未經授權之

存取、使用、控制、洩漏、破壞、竄改、銷毀或其他侵害，確保其機密

性、完整性及可用性，運用於終端與行動裝置防護、網路安全維護或資料

與雲端安全維護有關之硬體、軟體、技術或技術服務。 

 

勤業眾信觀點 

新增資通安全產品或服務之適用範疇，經濟部將儘速完成修訂子辦法，

營利事業應留意子辧法的修正進度及草案內容；又每年支出適用上限為

10 億元，營利事業應於本項投資抵減適用年限內(113 年底前)即早規劃

相關資本支出，把握投資節稅機會。 
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